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新しい教養教育を目指して
─教養コース創設と新全学支援方式の提案─

Ｂ部会報告

工学部教授　長 谷 川　淳

1．北海道大学における新しい教養教育
　   の枠組み

（1）教養教育の理念と現状認識

　大学における教育は，言うまでもなく，先ず，

学生に対して高度で専門的な素養を教授し，それ

によって社会が要請する有為で優れた人材を育成

できるものでなければならない。しかしながら，

それだけでは極めて不十分であり，そうした教育

とともに，あるいはそれにも増して，人間および

社会人として最も大切にしなければならない崇高

なものは何であるのかについて，自ら考え自ら実

践することができるような人材を育成する教育

（全人教育）がなされねばならない。

　わが国においては，このような全人教育は，江

戸時代には藩校や私塾において，また明治維新以

降は旧制の高等学校や大学において，各々が独自

に標榜した建学の精神に沿って，多種多様になさ

れてきた。新制大学においては，リベラルアーツ

に軸足をおいた「教養教育」が，このような全人

教育を支えるものとして重要視されてきた。新し

い学部一貫教育の枠組みにおいても，全人教育の

中の教養教育の側面は，その重要性を高めこそす

れ，決して軽視して良いものではない。むしろ今

なお大学教育の中で重要なパートを占めていると

考えるべきである。

　しかし従来の「教養教育」は，基本的にはリベ

ラルアーツを重視し，人文科学，社会科学，自然

科学の枠組みの中で設計され，それに外国語科

目，体育健康科目，理系基礎科目を加えて実施さ

れてきた。また学生は一部の必修あるいは選択必

修の科目を除き，基本的には自由選択によって，

開講された多くの科目の中から何科目かを履修し

てきた。本学においてスタートした新しい学部一

貫教育の体制においても，「主題別講義」，「総合

講義」，「一般教育演習」，「論文指導」の指定，な

どの新しい器を設定してはいても，基本的な構造

としての上記の枠組みは，依然として維持されて

いる。

　この基本的な枠組みは，学生が自らの意思で選

択して「教養」を育むために高い自由度を確保し

ている点では優れた枠組みである。また，現在開

講されている講義の各々が「教養」を育むために

洗練された優れたものであろうことは否定しな

い。したがって，学生自らが良く設計して学ぶべ

き科目を選択履修すれば，理想的には全人教育の

目標を達成できるものと期待できよう。

　しかし残念ながら，現実にはこの理想は達成さ

れているとは言い難い。大多数の学生は，明確な

目標や価値観を必ずしも持たずに，つまみ食い的

に開講科目を選択履修しているに過ぎず，せいぜ

い「浅くてまとまりの薄い教養」しか得ていない

という現実がある。また開講されている科目につ

いて見ても，個々には「総合講義」や「一般教育

演習」での開講実績はあるとしても，人文科学，

社会科学，自然科学の枠組みを超越し，しかもリ

ベラルアーツには必ずしも限定されない，現代社

会に不可欠な新しい「教養」の教育を，ある程度

の深みと厚みを持ってなし得るようには，設計さ

れ，準備されてきてはいない。
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　基幹総合大学としての北海道大学においては，

このような問題意識の下で，従来の枠組みには必

ずしもとらわれずに，新しい教養教育のあり方を

大胆に探る必要があると考える。この際，学部教

育における専門教育は徹底的な基礎化を目指す方

向に移行すべきこと，その結果として従来「専門

的」と見なされがちであった科目についても教養

教育として展開できるものがあり得ることを，十

分念頭におくべきであろう。このようなことか

ら，学部一貫教育研究会Ｂ部会では，前述のよう

な教養教育の現状を打破できる新しい教養教育の

枠組みとして，次節以降で具体的にその考え方を

提示するような「教養コース」的枠組みの創設を

提案することとした。

（2）教養コース：そのねらいと教育理念・教育効

果

　提案する「教養コース」的枠組みは，次のよう

に規定することができる。

　　「特定のテーマの下でしっかりと設計・準備

　　され，その各々が有機的に関連づけられた複

　　数の講義からなる講義群」および

　　「それが多数提供されている講義体系」

　この教養コースの教育理念は，現代社会に不可

欠の新しい教養教育を，ある程度の深みと厚みを

持って行うことによって，まとまりがあってバラ

ンスが良く，しかも深い教養の獲得を促すことに

ある。また，一つのテーマをいろいろな見方から

掘り下げる教育は，一方的なものの見方の危うさ

と，総合的な判断力の大切さを教えることにつな

がり，大きな教育効果が期待できる。

　具体的テーマは，「複数の学問領域にまたがる

もの」あるいは「特定の学問領域には属するが広

く教養として捉えることの出来るもの」を中心に

設定されることになろう。前者は統合型のテーマ

設定，後者は専門教養型のテーマ設定と捉えるこ

とができる。テーマ毎の標準的な講義数は，2 単

位講義にして 2～3 科目程度が想定される。しか

し，テーマによっては１科目で十分目的を達成で

きるものもあり得るとすれば，「複数の講義から

なる講義群」には必ずしも固執する必要はない。

　また，「しっかりと設計・準備されている」こ

との具体的な内容としては，以下のことを想定し

ている。

　① 講義担当者間の検討が十分になされ，相互の

　　関連が明確である。

　②講義内容のエッセンスが記述された本（教科

　　書的ではなく教養書的なもの，縦書き，200

　　～300 ページ程度）が，テーマ毎に新しく企

　　画・執筆・出版されることを期待する。これ

　　らの本が「北海道大学教養シリーズ」を形成

　　することになることが期待される。

　③ 1 科目当たりの講義担当者数は，個々に成績

　　評価（試験を含む）を行うことが可能な程度

　　の少人数である。一つの科目を多くの担当者

　　で細切れで担当する講義形態はなじまない。

　④複数の講義が，あるバックボーンの下で有機

　　的に関連づけられていることが極めて重要で

　　ある。したがって受講学生に対しては，これ

　　らの講義群をセットで選択することで学習効

　　果が格段に高まることを周知する必要がある。

　全学教育においてどの程度の単位履修が必要で

あるかについては，各学部の教育理念と密接に関

連している。各学部が一般教育の重要性をどのよ

うにとらえ，学生に深い教養を身につけさせるた

めの具体像をどのように考えるかが重要である。

教養教育はなぜ必要なのかという教育理念と，そ

れを現実化させるための具体像の明確化が，いま

大学全体として必要とされている。提案する「教

養コース」では，教養科目をセットとしてまとめ

て複数科目（例えば 3 科目）履修させることを標

準的な枠組みとしようと考えていることになり，

1 科目ずつを全く自由に選択させて履修させてい

る現状の制度に比べて，選択の多様性や巾が狭め

られてしまうように見える。しかし，「教養コー

ス」のような枠組みの科目を履修することによっ

て，「深い教養を身につける」ということの意味

が広く理解されることとなろう。これを契機に，
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各学部が「教養コース」的な科目を多数提供する

とともに，学生の履修プログラムに組み込まれる

ことを期待したい。

（3）具体的なテーマの例

　何らかの形で検討がされ始めている具体的な

テーマ例は，複数の学問領域にまたがるものとし

ては，

　①北東ユーラシアの自然と人間

　②北東ユーラシアの民族と社会

　③人類と地球環境

　④人間社会と倫理

　⑤エネルギー

　⑥異文化交流

　などがあり，また特定の学問領域に属するが広

く教養としてとらえることができるものとして，

　①技術原論

　②がん──医学・生物学から人文・社会科学

　③科学・技術の文化

　などがある。

（4）教養コースと他の科目との関係

　「教養コース」は，その趣旨から考えて現行の

「教養科目」の一部と見なされ，教養科目を発展・

深化させたものである。現在の全学教育の中の主

題別講義，総合講義，一般教育演習および健康科

学などにおいて開講されている大多数の講義が，

発展的にこの新しい「教養コース」の形に衣替え

されることを期待したい。

（a）「主題別講義科目」との関係

　現行の主題別講義科目は，一般教育（教養教育）

の重要性を意識して，従来の分野別科目を，「基

礎科目」との混同を避けるよう，「主題別」とし

たもので，それぞれの科目が，深い教養を目標に

設定されている。これらの科目のかなりの部分

は，それらを有機的に関連させると「教養コース」

として成立する。

　この延長線上で考えると，主題別講義科目のほ

とんどは教養コースとして再編することが可能で

あるとも言える。しかし実際に再編するとすれ

ば，そのサイズはさまざまになると予想される。

現行の科目の中には，1 名～数名程度の教官で行

われ，それ自体で深い教養科目として独立してい

るものが数多くある。したがって，再編後には最

低 2 単位（現行）から最高６単位（教養コースの

原案）程度の「コース」が数多くできることとな

る。

　将来的には，それぞれの学部が構造的な教養カ

リキュラムを作ることが出来るように，これらの

「コース」をさらに新しい概念でグループ化する

必要があろうが，当面は，従来の 3 分野に「教養

コース」として成立したものに対する新しい分野

を加えた形で整理するのが現実的な案となろう。

この際，教養コースという名称は意味が広すぎて

現行の他の科目となじまないので，過渡的に現行

の 3 分野（人文科学分野，社会科学分野，自然科

学分野）を残すとすれば，カリキュラム表に加え

る新しい分野名称としては，「複数の学問領域に

またがる」教養コースについては「統合分野」，「特

定の学問領域には属するが広く教養として捉える

ことの出来る」教養コースについては「専門教養

分野」が候補と考えられる。

（b）総合講義との関係

    現行の総合講義の一部には，各授業の関連づ

け，全体の整合性の面で問題のあるものもある。

15 回の講義を 10 人以上で担当するという，単に

寄せ集め的と見なされる可能性のあるものも見受

けられる。「教養コース」が検討され始めた動機

の一つとして，このような総合講義を改革し，「複

数分野を横断的に関連させる講義群」という総合

講義本来の考え方を発展させたいという考えが

あった。この総合講義本来の考え方は，教養教育

のあるべき方向の一つを示しており，また多くの

総合講義がこの考え方に基づいて設計・展開され

てきているのは事実である。「教養コース」の考

え方は，総合講義の本来の考え方と同じベクトル

上にあり，いわばそれを発展的に衣替えをしたも

のと見ることもできる。さらに，総合講義で開講
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されてきた科目のほとんどは，「教養コース」と

して成立させることが可能である。したがって，

「総合講義」枠を廃止して，現行の総合講義の科

目内容を整理・整備した上で，「主題別講義科目」

と同列に扱うべきである。

（c）その他の科目との関係

　「健康体育科目」の中の「健康科学」は「教養

コース」として設計・展開する方が発展性があり，

望ましい。

　「一般教育演習」で開講されている科目には，他

との有機的な連携を図ることで教養コースに衣替

えできるものが多い。しかし，「一般教育演習」の

枠組みは少人数教育の実践による密度の高い教育

を行い得る貴重なものなので，今後は「教養科目」

に繰り入れて充実させる必要がある。これはいわ

ば「教養コース」とは相互補完の関係にある。な

お，「論文指導」の指定は，次節で示す表 3 にお

ける教養科目の全ての分野で可能になるように

し，理系の教官も論文指導に参加できるようにす

べきであろう。

　　「共通分野」については，現行の枠組みのま

ま存続することが望ましい。

（5）実施に向けて

（1）平成 10 年度においては，現行の科目分類を

大幅には変更せずに，所期の目的をより明確に

し，発展させる必要がある。「教養コース」は新

たに目的を持ったものとして，表 3 のように，現

行の教養科目の中に「統合分野」と「専門教養分

野」を付け加えることで創設することが望まし

い。また，現行の開講科目の多くが内容を整理・

深化させ「教養コース的なもの」に移行すること

を期待する。ここで，表  3 の案は現行のものを

整理・深化させる方向であり，システムを根本か

ら変えるものではないことを強調しておきたい。

（2）この期待を現実のものにするために，①現行

の「健康科学」，主題別講義科目，総合講義科目，

一般教育演習科目などの各科目の内容をシラバス

に基づいて検討し関連科目群を明確にすること，

②目的に沿った新たな関連科目群を構成するこ

と，が必要である。

（3）各テーマについて「しっかりと設計・準備さ

れている」かどうかは，このようなコースをまと

めて管理する委員会がチェックすべきである。現

行のそれぞれの科目の内容と実施をコントロール

するために科目別専門委員会が全学教育委員会の

下に設置されたが，これと同様の科目専門委員会

を設置する必要があろう。

（4）教養コースの考え方では，3 科目 6 単位程度

をまとめてとらせることも必要になってくる。し

かし，この形を平成 10 年度から全面的に取り入

れて実施に移すことは現実的ではない。一部しか

選択しなかった学生の単位の取り扱いをどうする

か，順序を違えて選択することを許可するか否か

など，付帯するいろいろな問題を解決しておかな

ければならない。とりあえずは，学生にはセット

としてまとめて選択することを強く推奨したい。

その場合，まとめてシリーズで選択履修ができる

ようにするための時間割の工夫も必要となろう。

（5）いずれにしろ，教養コースの創設と付帯する

諸事項，主題別講義，総合講義および論文指導の

指定のあり方など，具体的な実施に向けての検討

が，しかるべき機関でなされることを期待する。

2．新しい全学支援方式の提案

　教養コースの創設に関連して，全学教育の責任

部局体制との整合性について詰めを行う必要が

あった。また，教養コースの創設に限らず，全学

教育のあり方を検討する際には，常に，教官の講

義負担の問題をどのように解決するのかが問われ

る。そこで，全学教育に対する全学支援のあり方

について検討し，新しい一つの考え方を提案する

こととした。

　新しい考え方の基本は，「教養」教育は本学に

勤務する全ての教官がなんらかの形で具体的に寄

与すべきであるとの認識にある。
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（1）従来の北大方式

　北海道大学の教養教育は，発足以来，他に例を

見ない全学支援の「北大方式」で有名であった。

この方式は，教養課程においては，それぞれの専

門のエッセンスを広い視野にもとづいて教授する

べきであるという理念のもとに採用された。官制

の教養部を置かず，各学部に分散配置された一般

教育担当の学科目教官がそれぞれの学部あるいは

他の学部の教官と協力して，全学的な規模で教養

教育を行ってきた。大学課程の前期の教育を全学

が協力して行うのは，北海道大学の良き伝統の 1

つである。

　しかしこの方式は，本当の意味の「全学支援」

とはなっていなかった。教養教育を支援する学部

の教官は特定の分野の特定の学部に偏っており，

教養教育を一度も経験したことがない学部教官が

大多数を占めていた。別の見方をすれば，特定分

野の特定の教官以外には教養教育に関係する方法

がなかったとも言える。その理由の 1 つは，大学

設置基準の大綱化以前は，教養課程で開講すべき

分野が法律で細かく決められており，関係する教

官が比較的狭い範囲内に限定されていたからであ

る。教養教育への応援依頼が個人的なルートに

よって慣習的に行われていたことも，もう1 つの

理由としてあげられよう。このような「限定され

た全学支援方式」は，教養課程の廃止に伴う「責

任部局制度」により，制度的に固定化されること

になった。

（2）責任部局制度の問題点

　責任部局制度は旧一般教育担当教官のポストを

多くかかえる学部が特定の分野の全学教育に責任

を持つという制度である。これは教養教育を実質

的に背負っていた教養教官団が消滅するのを目の

前にして，緊急避難的に設けられた制度といえよ

う。大学教育における基礎教育ないし初年時教育

の責任部局が全国的に消滅していく中で，ともか

く責任部局を残しえたのは，本学が「北大方式」

の長い伝統を持っていたからだといわれている。

現在の全学教育がこの制度によって支えられて

いるこは論を待たない。

　しかしこの制度は，発足当時から次のような

重大な欠陥を含んでいた。

（1）責任範囲が不明瞭であること：全学教育授

業計画の企画立案の責任か，授業担当の分担責

任か，あるいはその両方か？

（2）特定の分野の責任部局を特定の部局に固定

したので，全学的支援がむしろ難しくなったこ

と。

（3）少なからぬ数の流用定員が責任部局に配置

されたが，それでもなお全学教育を維持するに

は不足であること（全学教育担当教官一人あた

り講義は 4～ 7 コマ，外国語授業および実験等

は 7～ 11 コマと計算されている）。

（4）授業担当教官選出の手続きが確認されてい

なかったために，どのような基準で誰を担当教

官に選出するかが明確でないこと。

（5）一部の分野で担当教官が責任部局と食い

違って運営上に問題があること。

　これらの問題に加え，長期的な視野に基づい

て全学教育のカリキュラム改訂を検討する組織

がないことも重大な欠点である。責任部局制度

の改革は急を要する。

（3）新しい全学支援方式

　全学支援の「北大方式」の原点に戻って，次

のような原則をたてる。

（1）各学部において開設する一般教育科目（全

学教育科目）の実施にあたっては，全学部が協

力して担当する（平成 7 年 7 月，評議会決定）。

（2）全学教育の内容を，現代社会にふさわしい

多様で奥行きの深いものに変えて，各専門分野

のエッセンスを教授できるものにする。

　この原則の内（1）については，評議会決定事

項であるとともに，現時点においても異論のな

いところであろう。（2）については，全学教育

に対する認識の変革を求めるものであり，「教養

コース」創設提案と共通の認識にたっている。
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　全学教育の内容と担当者をこの原則に基づい

て決定するとすれば，以下のような方法・手順が

想定でき，合理的・妥当な仕組みと言える。

（1）北大の全教官（研究所，各種のセンターを含

み，病院や演習林などの現業部門を除く。助手は

除く）に，各自が担当できる全学教育の授業科目

あるいは分野を登録してもらう。（全教官登録制

度）

（2）例えば，言語文化部の教官あたり 10 コマ

（1/2 換算で 5 コマ），言語文化部を除く旧教養

（一般教育担当）教官定員および流用定員あたり

4 コマ，それ以外の教官あたり 0.25  コマとして

各部局の責任コマ数を算出する。（負担コマ数制

度）

（3）  全学教育委員会の科目別専門委員会は，全教

官の登録表と各部局の責任コマ数を勘案して科

目別の担当教官を決定し，各部局に依頼する。依

頼の責任者は全学教育担当の副学長とする。

（4）高等教育機能開発総合センターの高等教育

開発研究部に，全学教育の全体的なあり方に関

して責任を持つステアリンググループ（ 注１）を設

置し，全学教育委員会および科目別専門委員会

と密接に連携して全学教育の中・長期の企画・立

案を行う。

　この提案には，「全教官登録制度」，「負担コマ

数制度」および「ステアリンググループの設置」

という，従来の方式にはない重要な新しい考え

方が盛り込まれており，いわば 3 本柱を形成して

いる。この 3 本柱がしっかりと機能すれば，本学

に全学教育に対する真の意味での全学支援体制

が確立できる。

　表 4  に，一例として，以上の（2）の方式にも

とづいて算出した部局別負担一覧を示した（注2）。

このように算出した負担コマ数は，表 5 の従来の

責任部局制度による負担コマ数（注3）と比較する

と6 ％程度多いが，これは遠隔地にある学部の教

官を考慮したり，専門のずれを考慮したりする

ときの余裕として必要であろう。

　なお，この方式では責任部局制は必ずしも必

要ではないが，実験・実習に関しては，①長年の

ノーハウが蓄積されている，②実験内容が理科実

験センターなどとも関係して流動的である，③多

数の非常勤講師を採用している，などの理由から

責任部局を当面残す必要があろう（注4）。その場合，

教官を出している部局が直接責任をとる形にすべ

きである。

3．まとめ

　本報告には，本学に新しい教養教育が芽生え，

それが本学に根付き，大きく成長することを願っ

て，新しい 2 つの提案が盛り込まれている。いず

れも，早急に対応しなければならない課題への具

体的な提案となっている。具体的な実施案の検討

と推進は，しかるべき委員会などて精力的になさ

れねばならないし，期待するところであるが，本

報告に盛られた内容が今後の具体的検討において

一つのたたき台となれば幸いである。

　本学における新しい「教養」教育の創成とその

育成には，全学の教官の支援が何よりも不可欠で

ある。「教養」教育は特定の教官集団が専従で担

当すれば良いものではないはずである。本学に属

する全ての教官は，その専門を土台にしながら

も，その中から精選された基本的な考え方を，他

のあるいは近隣の専門分野からのそれと，学部横

断的・専門分野横断的な視点で有機的に関連付け

て整理し，しっかりと準備すれば，他大学の模範

ともなり得るような「教養」教育を担当できるは

ずである。本学の全教官が，少なくとも 3～4 年

に一度は「教養」科目を担当する時代が訪れるこ

とを期待したい。

注

　1. このグループのメンバーは総長指名で，任期

が十分に長いことが必要である。

　2. 表４では助手を除く教官を旧教養担当とそう

ではないものに分け、それぞれに4および0.25と
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　　　体育科目　　体育学分野　　　体育学Ⅰ
                            　　　　　　　　　　体育学Ⅱ

　　　教養科目　　統合分野　　　　統合科目シリーズ　　　北東ユーラシアの自然と人間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北東ユーラシアの民族と社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他
　　　　　　　　　　　　　　　　　（統合科目）　　　　　　異文化交流
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文学入門　　　他
　　　　　　　　　専門教養分野　　人類と環境　　　　　　地球環境問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エネルギー　　他
　　　　　　　　　　　　　　　　　（専門教養科目）　　　　技術原論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がん　　　　　他
　　　　　　　　　健康分野　　　　健康科学１
　　　　　　　　　　　　　　　　　健康科学２
　　　　　　　　　人文科学分野　　思想と心理
　　　　　　　　　　　　　　　　　歴史と文学
　　　　　　　　　　　　　　　　　言語と文学
　　　　　　　　　社会科学分野　　社会基礎構造
　　　　　　　　　　　　　　　　　社会関係と社会行動
　　　　　　　　　　　　　　　　　法と制度
　　　　　　　　　自然科学分野　　自然の構造としくみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　人間・環境と科学
　　　　　　　　　　　　　　　　　数理の世界
　　　　　　　　　一般教育演習
　　　　　　　　　共通分野

　　　基礎科目

いう係数をかけて各部局ごとの負担コマ数を計算

している。語学のコマ数計算については次の注 3

を参照のこと。

　3. 表 5では、現在の開講コマ数を非常勤による

ものと常勤によるものに分け、さらに実験・実習

の「換算コマ数」を出して常勤による開講コマ数

に足し合わせ、常勤コマ数の合計を出した。「換

算コマ数」とは，実験・実習および語学の開講コ

マ数に 0.5 をかけた値を示す。これは，単位数の

表 3　新しい全学教育の枠組み案

計算でこれらの科目が他とくらべて時間あたり

0.5 とみなされていることに対応する。

　4. 実験・実習に関係していた旧教養の助手定

員はすべて責任部局に配置された。ちなみに，旧

教養で理科実験にかかわっていた助手 12 名のう

ち 8 名は理学研究科に，4 名は地球環境科学研究

科に配置された。このうちの 9 名は流動定員であ

る。
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